
（人・月）単位で計算した場合においては、新たな介護予防施策を導入したことによって、
悪化する（人・月）の割合は、導入前に比べ、減少することが明らかになった。

今後は、悪化する者の発生率や、費用対効果について要検討。
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維持改善

悪化

特定高齢者
１０００人

一般高齢者
12ヶ月後

特定高齢者

要介護１ 162人・月

要介護２ 60人・月

要介護３ 59人・月

要介護４ 44人・月

要支援 57人・月

介護予防サービスの効果分析の結果について（概要）
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制度導入前 制度導入後

維持改善

悪化

要支援
１０００人

一般高齢者
12ヶ月後

特定高齢者

要介護１ 1,573人・月

要介護２ 156人・月

要介護３ 61人・月

要介護４ 20人・月

要介護５ 11人・月

維持改善

悪化

特定高齢者
１０００人

一般高齢者
12ヶ月後

特定高齢者

要支援２ 18人・月

要介護２ 33人・月

要介護３ 6人・月

要支援1 135人・月

11,580人・月

要介護１ 41人・月

11,768人・月

要支援

維持改善

悪化

要支援１
１０００人

一般高齢者
12ヶ月後

特定高齢者

要介護１ 221人・月

要介護２ 62人・月

要介護３ 12人・月

要介護４ 6人・月

要介護５ 6人・月

要支援１

要支援２ 569人・月

10,179人・月 11,123人・月

420人・月
232人・月

要介護４ 0人・月

要介護５ 0人・月

1,821人・月 877人・月

96.5％

3.5％

98.1％

84.8％

15.2％

92.7％

7.3％

1.9％

導入

1,000人×12ヶ月 = 12,000人・月 の追跡


